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[資料]ＮＰＴ再検討会議への視座
　核軍縮こそ核不拡散への道
　国連「ハイレベル委員会」報告書へのＮＧＯの批判

新「防衛大綱」「中期防」を読む（下）
うごめく「脱専守防衛」志向
朝鮮半島の非核化めぐり議論
　パグウォッシュ－ソウル会議の報告
長編アニメ「アンゼラスの鐘」製作進む

核軍縮なしに核不拡散は達成できない

　２００４年１２月２日、アナン国連事務総長によって２００３年に設置された「脅威、課題、変化に関するハイレベ
ル委員会」（各国の閣僚経験者ら１３名で構成）は、「より安全な世界へ：私たちが分かつべき責任」と題した報
告書を国連総会に提出した。ここに紹介するのは、同報告書の核兵器に関連する評価と勧告に対する、ＮＧＯ
「リーチング・クリティカル・ウィル（ＲＣＷ）」による要約と論評である。ＲＣＷは、報告書の内容を「有益な貢献」
と評価しつつ、そこには重大な欠陥があると指摘する。それは、核軍縮こそが核不拡散を確かなものにすると
いう原則があいまいなことである。ＲＣＷは、「平和と自由のための女性連合（ＷＩＬＰＦ）」が１９９９年に発足させた
核軍縮問題に関するプロジェクトである。（表題は編集部。出典：http://www.reachingcriticalwill.org/political/
highlevelpanel.html。「ハイレベル委員会報告書」の全文は次のサイトで読むことができる：http://
www.un.org/secureworld/report2.pdf）

国連事務総長の「脅威・課題・変化に関す
るハイレベル委員会」による核軍縮に関す
る評価・勧告の概観と論評

２００４年１２月　　
リーチング・クリティカル・ウィル（ＲＣＷ）
平和と自由のための女性連合（ＷＩＬＰＦ）

　２００３年９月、コフィ・アナン国連事務総長は、「脅威・課題・変化
に関するハイレベル委員会」を設置した。国際平和と安全保障に
対する現在の脅威を見積もり、既存の政策と体制がそれらの脅
威にどのように対処してきたかを評価し、２１世紀において全ての
加盟国と人 に々集団的安全保障を提供しうるように国連を強化
するための勧告を行うことが目的である。
　核兵器その他の軍縮の問題について委員会が行った評価と
勧告を、以下、概観し論評する。平和と自由のための女性連合
（ＷＩＬＰＦ）は、多くの勧告は現在の体制にとって有益な貢献であ

ると信じ、そこに含まれている提案の多くを支持するが、一方で、
現況の評価の点に関しては、いくつかの危険な過ちを犯してい
ると考える。（編集部注：文中斜体は国連報告書からの引用、つづい
て節番号、ページ番号である）

国連「ハイレベル委員会」報告書に対する
ＮＧＯ・ＲＣＷ（リーチング・クリティカル・ウィル）の論評

ＮＰＴ再検討
会議への視座
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　「われわれが現在直面している安全
保障上の最大の危険は、核・放射性・化
学・生物兵器の拡散と使用の可能性の
問題にまで及んでいる」（序、ｐ.１１,１５）

核兵器の危険性を単に「拡散と使用の可能
性」に狭めてしまうことは、それが製造され存
在していること自体から来る危険を否定して
しまうことである。使用の脅威は抑止理論に
よって正当化された核兵器の存在に内包さ
れており、その他の核兵器の拡散を促進し
ている。
　わたしたちは、あらゆる機会をとらえて、こ
の兵器そのものを否定しなくてはならない。
その兵器を使って何をするか（あるいは何を
しないか）が問題なのではなく、全人類に脅
威を与え続けるのは、核兵器の存在そのも
のであるということを認識しなくてはならない。
　「世界が現在および来たる数１０年の
間に対処しなくてはならない６種類の脅
威がある。そこには、核兵器、放射性兵
器、化学兵器、生物兵器が含まれる」
（序、ｐ.１２,２５）

　これらの兵器そのものを脅威のカテゴリー
に入れることは、歓迎すべき一歩である。た
だし、そこには上記で述べたように、核兵器
のあらゆる正当性を十分に否定するだけの
さらなる説明が欠けている。
　「核技術の破壊的な能力を制御し、有
望なエネルギー源として利用すること
が、国際連合の任務にとって中心的なも
のとなった。１９４６年の国連総会で採択さ
れた国連最初の決議は、『大量破壊のた
めに使用可能な兵器』の軍縮を求めるも
のであった」（序、ｐ.９,１８）

核軍縮
　「軍備管理、軍縮体制の領域におい
ては、核・生物・化学兵器

という文脈のみならず、小火器・小型部
器の拡散に関しても、もっと多くのことが
なされる必要がある」（９５節、ｐ.３６）

　軍縮について言及したこの３６ページの部
分は、委員会が軍縮のさらなる進展を勧告
した最初の箇所である。核拡散を国際平和
と安全保障に対する最大の脅威のひとつと
認定しておきながら、軍縮を緊急に求める記
述が３６ページに到るまでないことは、きわめ
て遺憾である。
　「核兵器国による軍縮は停滞し、不拡
散体制の外交力と、拡散を抑制する能
力を削いでいる。安保理が１９９５年の決
議９８４で逆の方向を指し示しているにも
かかわらず、これらの核兵器国は、核兵
器の不使用の約束（消極的安全保証）
を行うのにますます消極的になっており、
化学・生物兵器による攻撃に対して核兵
器をもって報復する権利を留保してい
る」（１１７節、ｐ.４０）

　報告書は続けてこう示唆している。
　「核兵器国（ＮＷＳ）は、非核兵器国（Ｎ
ＮＷＳ）に対して核兵器を使わない、核兵
器の想定される役割りをさらに低減す
る、拡散を止めるための国際協力を強力
に推進する、という以前の約束を再確認
すべきである。そして、現在懸案中あるい
は将来の非核地帯条約におけるこれら
の取り組みを公式化すべきである」（１２０.
ｂ節、ｐ.４１）

　報告書は、消極的安全保証（ＮＳＡ）の具
体化という問題を、非核地帯という文脈にの
み閉じ込めている。その結果、多くの非核兵
器国が主張しているような、ジュネーブ軍縮
会議（ＣＤ）や核不拡散条約（ＮＰＴ）という文
脈でそうした交渉を始める努力を、ないがし
ろにされてしまうかもしれない。
　報告書はさらに以下のように示唆する。
　「安保理は、非核兵器国に対する核攻
撃あるいは核兵器による威嚇に対して
集団的行動を取ることを明示的に約束
することができる」（１２２節、ｐ.４１）
　こうした積極的安全保証（ＰＳ
Ａ）は、２００２年の準備委員会
での新アジェンダ連合の
作業文書において示さ
れたように、いくつかの
非核兵器国に支持さ
れてはいる。しかし、積
極的安全保証を成文
化してしまうと、まるで
核兵器に有用性があ
るかのような認識が持
たれ続けることになりか
ねない。ＮＡＴＯの核政策
に含まれたり、その他の２国

間同盟（例：米日、米豪）で示さ
れたりしているような積極的安全保証

は、非核兵器国の核軍縮の要求を薄めるこ

とになる。
　「冷戦が終結したにもかかわらず、核
兵器国による核軍縮の約束の履行状況
はまちまちである。米国とロシア連邦は、
自国の核兵器のおおよそ半分を解体
し、配備された戦略核弾頭を大幅に削
減し、ほとんどの非戦略的核兵器を退役
させたものの、最近生じている逆流のた
めにそうした成果も曇りがちである。２００
０年には、核兵器国は、核軍縮に向けた
実際的措置１３項目について合意した。
しかし、それらの約束は、２００４年の準備
委員会においてほとんど反故にされてし
まった」（１１９節、ｐ.４０）

　報告書はさらに続けて示唆する。
　「核兵器国は、核軍縮を再出発させる
ためにいくつかの措置を取らねばならな
い。たとえば、核兵器国は、核軍縮に向
かって努力するという、ＮＰＴ第６条にお
ける義務を尊重し、それら義務を果たす
ための特定の措置を取る準備をしなくて
はならない」（１２０節,１２０.ａ、ｐ.４１）

　報告書は、１３項目を含む、その他のすでに
合意された約束事に完全に従うように、核兵
器国に促してはいない。委員会は、合意され
た結論の重要性を再確認し、部分的にのみ
義務を果たすことの危険性に目を向けさせ
るための重大な機会を逃してしまっている。
　「米国、ロシア連邦、その他の核兵器
国、およびＮＰＴ加盟国でない国々は、
偶発的核戦争の危険性を低減するた
めの実際的措置を取らねばならない。こ
れには、必要とあらば、自国の戦略核兵
器の警戒態勢を解除するための段階
的なスケジュールを組むことも含まれ
る」（１２１節、ｐ.４１）

　また、核兵器システムを作戦的地位から
格下げすべし、との勧告も２０００年ＮＰＴ再検
討会議の最終文書の項目９(ｄ)の中に含ま
れている。以来、ＮＰＴ加盟の５つの核兵器国
の中には、この必要不可欠であり長きにわた
り遅れている措置を、実行している国もあれ
ばしていない国もある。
　「われわれは、地域紛争を解決するた
めの交渉の中に、信頼醸成措置および
軍縮に向けた処置が含まれるべきだと
勧告する」（１２３節、ｐ.４１）

　これは、きわめて高い地域的緊張や核能
力が存在する地域において追求されるべ
き、実際的な勧告だと考える。たとえば、中東
においては、信頼醸成措置や平和に向けた
その他の措置が、軍縮交渉と並んで取られ
るべきである。
　「ＮＰＴ条約の加盟国でない国は、拡
散防止と核軍縮に向けて努力することを
誓約し、そのことを包括的核実験禁止条
約（ＣＴＢＴ）を批准することによって示し、
核分裂性物質生産禁止条約（ＦＭＣＴ）
の交渉を支持すべきである。これら２つ

核兵器の危険性を
「拡散と使用」に狭め
てはならない・・・それ
らは、抑止理論で正当
化された核兵器
の存在に内包さ
れている。
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の条約は核兵器国と非核兵器国の両者
に開かれている。われわれは、中東と南
アジアにおける平和に向けた努力が、ラ
テンアメリカおよびカリブ海地域、アフリ
カ、南太平洋、東南アジアにおけるものと
同じく、非核地帯の設立につながりうるよ
うな核軍縮交渉を取り入れるよう勧告す
る」（１２４節、ｐ.４１）

　報告書が包括的核実験禁止条約（ＣＴＢ
Ｔ）に触れるのは唯一この部分である。これ
は、米国が同条約の批准を拒否して核実験
再開の構えを見せることによって条約発効
が危機に陥っていることを考慮すれば、とり
わけ憂慮すべき本報告書の弱点である。

核拡散
　「南アジア、北東アジア、中東における
未解決の地域紛争は、国際の平和と安
全を引き続き脅かしている。そして、これ
らは、核兵器拡散防止のための４０年に
わたる努力、生物・化学兵器という災厄
をはねのけようとする７５年以上にわたる
努力を無に帰させてしまうかもしれない」
（７４節、ｐ.３１）

　拡散防止に向けた努力を阻害しているの
は、この地域における紛争そのものではなく、
核兵器の存在であるということを委員会が
認識していたならば、上記の一節はもっと強
い表現になっただろう。紛争は世界中でおき
ている。紛争当事国のある一方によって核
兵器の均衡状態がもたらされたならば、さら
なる拡散の可能性は加速度的に高まるだろ
う。引き続く紛争は、その時になって初めて、
核兵器を保持し続けることや他国が核兵器
を取得しようとすることを正当化する理由と
して使われるに過ぎない。もしこれらの地域
で軍縮が達成されるならば、未解決の紛争
は包括的に収められることは間違いない。
　「核兵器の拡散、さらには、核兵器国
によるものであれ、非核兵器国によるもの
であれ、その使用の可能性を止めること
は、集団的安全保障にとっての喫緊の
課題であり続けなければならない」（１０７
節、ｐ.３８）

　核兵器の拡散防止は、確かに喫緊の課題
であり続けなければならない。しかし、それは
常に、核廃絶の追求と組み合わさることによっ
てのみ、意味のある課題であるに過ぎない。
　「核兵器の拡散という危機――すなわ
ち国家間における核兵器の広がり――
は、２つの点において現れる」（１０８節、ｐ．
３８）

　この節はさらに続くのだが、興味深いこと
は、「拡散」が暗黙のうちに水平拡散として定
義されていて、垂直拡散への言及がないと
いうことである。
　「しかし、核不拡散体制は、いまや危
機に立たされている。その理由は、既存

の誓約の遵守が不十分であること、これ
らの誓約を逃れるためのＮＰＴからの脱
退（あるいはその脅し）、変化しつ
つある国際安全保障環境、技
術の広まりである。われわ
れは、拡不散体制の浸
食をもはや止めること
ができず、なだれを
打って拡散が進み
かねない地点にま
で来てしまってい
る」（１１１節、ｐ.３９）

　上記の節は、「既存の
誓約の遵守が不十分」であ
ることを一般的な原因のひと
つとして挙げてはいるものの、
その前に書かれた詳しい説明の中
には、誓約の不遵守の一つの例としての
軍縮の問題が含まれていない。「遵守」とい
う言葉は、ＮＰＴにおける拡不散の誓約という
点にのみ関連付けられるように狭く解される
べきではない。
　「さらに多くの国が核兵器を取得する
か否かに関わらず、核・放射性兵器の膨
大な備蓄という重大な危険も存在してい
る」（１１２節、ｐ.３９）

　こうした認識は歓迎すべきものである。報
告書はさらにこう述べる。
　「最も優先すべき事がらは、危険性の
ありうる物質を固め、防護し、可能ならば
廃棄すること、そして効果的な輸出管理
を実施することである。われわれは、その
目的のための『地球規模の脅威削減構
想』を歓迎する。同構想を実施するため
に提案された予定表は、現行の１０年か
ら５年にまで前倒しすべきである」（１３５
節、ｐ.４３）

　この勧告もまた、妥当なものである。
　「国家による核拡散により、テロリストが
核兵器を入手するのに必要な物質およ
び技術の利用可能性が増すことになる。
非国家主体が核物質や技術を売買する
能力は、国境管理が甘かったり、弱体な
国家を通過したりする場合に、より増すこ
とになる」（１８節、ｐ.１９）

　しかし、報告書はさらに続けてこういう。
　「国境管理をしても、この脅威に対す
る十分な防護策とはならない。核テロリ
ズムの脅威に打ち勝つには、強国および
小国の協力、高濃縮ウラン備蓄の一掃、
港湾における海上コンテナのさらなる防
護、ウラン濃縮を規制する新たな規制の
合意が必要となる」（２５節、ｐ.２１）

　委員会は、核分裂性物質の既存の備蓄
がもたらす危険は完全に防ぎようもない、とい
う事実を認識しておくべきであろう。核分裂
性物質生産禁止条約について考えるにあ
たっては、諸国家は備蓄を完全に管理し監
視することは出来ないという点が留意される

べきである。

原子力エネルギー
　「加盟国は、低炭素放出エネルギー
源、たとえば、天然ガス・再生可能エネル
ギー・原子力の発展に特別の注意を払
い、温室効果ガスを低減する技術開発を
特別に重視すべきである」（７１節、ｐｐ.３０-
３１）

　しかし、３８ページにおいて、報告は次のよ
うな認識を示している。
　「最大の懸念事項は、ＮＰＴ体制全体
の衰退と崩壊の可能性である。約６０の
加盟国が、原子炉あるいは実験炉を現
在運転あるいは建設しており、少なくとも
４０カ国が、条約体制の法的・道義的制
約がもはやなくなった場合に、のぞむなら
ば比較的短い時間で核兵器を製造する
のに十分な工業的・科学的インフラを
持っている」（１０９節、ｐ.３８）

　委員会は、この矛盾を次の節において解
こうとしている。
　「多くの人 の々考えでは、原子力は、民
間利用にとって重要なエネルギー源で
あり、化石燃料への依存を弱め温室効
果ガスの排出を減らそうと世界中で努
力がなされているという文脈において、
もっと重要なものとなるかもしれない、と
われわれは認識している。同時に、より効
果的な不拡散体制を作るという目標と、
民生原子力産業を発展させるという、Ｎ
ＰＴの全ての加盟国の権利との間の緊
張が強まっている。こうした緊張に対処
し、解消する必要がある」
　「ＮＰＴの第４条は、加盟国が平和的目
的のために原子力を研究・生産・使用す
る権利を保障している。この権利は守ら
れなければならない。条約はまた、この権
利が、条約第１条および第２条に従うよう

最大の問題は、
核兵器国が２０００
年ＮＰＴ再検討
会議で合意された、
核軍縮の誓約を履
行していないことで
ある。
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な形で行使されなくてならない、と定めて
いる。この義務もまた尊重されなくてはな
らない。近年、ウラン濃縮と使用済み核
燃料の再処理に由来する核拡散の危険
性がより大きくなってきていることが明白
になってきた。特に、この２つの危険によ
り、条約の加盟国が条約に反するような
行動を秘密裏に取り、核兵器製造能力を
持つという選択を取ろうとすることが可
能になるし、またいくつかのケースにお
いては実際そうなっている」
　「２つの解決策が必要である。ひとつ
は、ＩＡＥＡの理事会が、モデル追加議定
書を、ＩＡＥＡ保障措置の今日のスタン
ダードと認識すべきこと、そして、国連安
保理が、不拡散と保障措置のスタンダー
ドに従わないという重大な懸念がある場
合に、何らかの行動をする用意をすべき
ことである。２番目に、ＩＡＥＡ憲章の第３条
および９条という現存する条項に基づき、
ＩＡＥＡが保証者となって、民生用原子力
利用者に対して核分裂性物質を供給す
ることができるような協定を作るべく、速
やかに交渉を始め早期に妥結するよう
われわれは望む。ただしこれは、問題と
なる施設において、保障措置あるいは査
察の手続きにおいて何の違反もなかっ
た場合に限る」
　「この協定に関する交渉が進む間に、
加盟国は、そうした施設を建設するとい
うことができるという、ＮＰＴの下での権利
を放棄することなく、さらなるウラン濃縮
あるいは再処理施設の建設の時限的モ
ラトリアムを自発的に設定すべきである。
また、このモラトリアムの間、現在の供給

者によって化石物質が市場価格で供給
されるようにすべきである」（１２７-１３１節、
ｐｐ.４２-４３）

　これら２つの提案は、この数ヶ月あるいは
数年の間にすでに出された提案の変形バー
ジョンである。核兵器国・非核兵器国を含め
た多くの国 は々、最初の勧告より一歩先に進
んでおり、モデル追加議定書の批准を、非核
兵器国が条約第４条の利益に浴する前提条
件とするように望んでいる。
　２００４年初頭、ブッシュ大統領は、ここで勧
告されているようなＩＡＥＡではなく「原子力供
給国グループ」が、核分裂性物質の供給の
保証者となるべきだと提案した。全ての核燃
料供給の国際化を含む類似の提案をＩＡＥＡ
の事務局長も行なっている。この提案は、現
在ＩＡＥＡの専門家グループによって検討さ
れており、ＮＰＴ再検討会議までに検討が終
了する予定である。
　しかし、新施設の建設に関する自発的モ
ラトリアムがひとたび停止されたならば、「ＩＡ
ＥＡが保証者となる」という提案の意義と効
果はなくなってしまうかもしれない。それは、
燃料を取得して何らかの施設を建設するこ
とを真剣に考えてはいない国 を々支援する
ことになるかもしれないが、（例えばイランの
ような）その他の国 に々新施設の建設を完成
させないようにするのにはあまり効果的では
ないかもしれない。
　「ある加盟国がＮＰＴから脱退すると通
知した場合、必要ならば国連安保理から
の付託を受けて、条約の義務遵守に関
する査察・検証を速やかに行わなけれ
ばならない。ＩＡＥＡ理事会は、義務違反
が起こった場合、ＩＡＥＡが提供する全て

日本全国の市長が加盟する全国市長会（会長、山出保金沢市長、２００５年１月現在７４０団体
―７１７市、２３区）は２００５年1月２６日、核兵器の廃絶を求める決議を採択した。決議文の後半
では、「２０２０ビジョン」が引用されている。この動きは５月のＮＰＴ再検討会議の成功へ、日本
の地方自治体の意思を示すものとして重要な意味をもつ。

　わが国は、唯一の被爆国として核兵器の廃絶を
全世界に訴えてきた。
　核兵器をめぐる世界情勢が深刻さを増す中、本
年５月ニューヨーク国連本部で開かれる核不拡散
条約（ＮＰＴ）再検討会議は、核兵器廃絶を進める
うえで大変重要な意義を持つ会議となる。
　こうしたなか、平和市長会議等においては２０２０
年までに核兵器廃絶を実現するために「核兵器
廃絶のための緊急行動」を展開しているところで

ある。
　核兵器は、人類の生存をも脅かすものである
ことから、本会は、核兵器廃絶に向けた国内外
の世論がより一層喚起され、核兵器のない世界
が一日も早く実現されるよう強く求める。

平成１７年１月　
全国市長会　

全国市長会が核廃絶を決議
－－「２０２０ビジョン」に言及－－

核兵器の廃絶を求める決議

の援助を停止すると決議しなくてはなら
ない」（１３４節、ｐ.４３）

　この勧告は、ドイツが第３回ＮＰＴ再検討会
議準備委員会に提出した作業文書（PC.III/
W P.１６）で打ち出した勧告を基礎としてい
る。しかし、ある国家が条約から脱退すること
を考えようとするならば、それは、民生用原子
力プログラムを兵器プログラムに転換する瀬
戸際にあるときに他ならない。そうした遅い
段階においては、高度に発達した核燃料プ
ログラムがすでにできあがっていて、ＩＡＥＡ
の援助への依存はなくならないまでも低くな
り、結果としてこの「刑罰」は意味をなさなくな
るだろう。

核物質

　「ＩＡＥＡ加盟国は、放射性物質の貯蔵
場所を確定し防護するプログラム、およ
び、それに関する国内法を加盟国が制
定するのを援助するプログラムへの出
資を増やすべきである」（１３８節、ｐ.４４）

　報告書はさらに続ける。
　「ジュネーブ軍縮会議は、一定の日程
にしたがって、高濃縮ウランの生産を非
兵器目的でも兵器目的であっても禁止
する、検証措置付きの核分裂性物質生
産禁止条約（ＦＭＣＴ＝カットオフ条約）の
交渉を速やかに行うべきである」（１３８
節、ｐ.４４）

　報告書が、「検証措置付きの」カットオフ条
約を提唱したことは特に注目すべきである。
なぜなら、最近米国は、そうした検証措置付
きの条約は不可能だと主張しているからだ。
（以下略）（訳：山口響、ピースデポ）●Ｍ
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　昨年１２月１０日に発表された新しい「防衛計画大綱」
は、「新しい脅威」（弾道ミサイル攻撃やテロ攻撃）に対抗
するための「多機能・弾力的防衛力」の整備をうたった
（本誌前号参照）。その中核をなすのが弾道ミサイル防衛
システム（ＢＭＤ）の整備であることは言うまでもない。「新
大綱」と同時に発表された、向こう５年間の「中期防衛力
整備計画」は、財務省からの防衛費全体の圧縮要求、総
額１兆円にも上るといわれるＢＭＤ予算とのバーターとい
う圧力と、既得権防衛を図る陸・海・海各自衛隊との「熾
烈な」たたかいの産物であった。新中期防は、５年間で概
算２４兆２４００億円。旧中期防の２５兆１０００億円から約８６００
億円の減額となった。この減額とＢＭＤによる増額をどの
ように吸収するのか、それが争点であった。
　「新防衛大綱」に添付された別表と新「中期防衛力整
備計画（平成１７年度～２１年度）」（以下「新中期防」）の別
表を、表１、表２にそれぞれ示す。表には比較のために、旧
（現）大綱と「旧（現）中期防（平成１３年度～１７年度）」の別
表（年表記は政府文書まま）を併記した。
　「新中期防」の力点は「新大綱」で示された次の五つ
のシナリオへの対処に置かれる。①弾道ミサイル攻撃へ
の対応、②ゲリラや特殊部隊による攻撃への対応、③島
嶼部に対する侵略への対応、④主要海空域の警戒監視
及び領空侵犯や武装工作船等への対応、そして⑤大規
模・特殊災害等への対応である。表２に明らかなように、
これらシナリオに直接貢献しないと思われる既存装備は
軒並み整備ペースが鈍化している。

　
陸上自衛隊
数字合わせの現状維持路線

　予算削減下でのＢＭＤ導入で、もっとも「割をくった」形
になったのが陸上自衛隊である。定数５０００人減、戦車は
９００両から３００両減の６００両、主要特科装備も同じく９００門
／両から６００門／両へ削減。しかしこれとても当初の財
務省の要求からは相当盛り返した結果であった。財務省
は、定員４万人減、５７の駐屯地の閉鎖という案をもって折
衝に臨んだ。注１）

　財務省案は、北海道では３８の駐屯地のうち実に３０を
閉鎖するというものであり、これには、陸上自衛隊はもとよ
り、駐屯地の地元自治体からも地域経済への打撃を懸
念する声があがった。

　陸上自衛隊が、「新大綱」で可能性が事実上否定され
た「我が国に対する本格的な侵略」＝着上陸侵攻に備え
て組織されており、部隊配置も冷戦下でソ連を意識した
北方重視であったことを考えれば、財務省の方針は至極
当然のものであった。
　それが、現在の実数をやや上回る定数１５万５０００人で
決着した論理的筋道はまったく明らかではない。「国際
貢献」や「災害出動」などで主役を担うことを主張したと
しても、３万５０００人以上の人員を「買い支える」には到底
かなわない。結局は、数字合わせに終わったという感が
強い。しかし、陸上自衛隊は、「機動運用部隊や専門部
隊を一元的に管理する中央即応集団を新編する」（新中
期防）ことによって存在意義を示すことになった。同集団
は、朝鮮半島有事を想定し、数百人の武装工作員の上
陸を想定した、「５０５５」というコードネームを持つ日米共
同作戦計画」において活躍するとされている。「５０５５」策
定にあたっては、自衛隊側は特殊部隊の上陸規模を「数
千人」と主張したが、米軍側によって「多くても数百人」と
下方修正されたといういきさつも報じられている。注２）

　
海上自衛隊
地方隊を縮小して
イージス能力を向上

　海上自衛隊は、「新大綱」の別表によれば、地域配備
の護衛艦隊＝地方隊を２個隊削減する。艦船、航空機と
もに１割程度減である。「新中期防」では、艦船の建造も
旧中期防から２.７万トン削減する。それと引き換えに、「新
中期防」には「イージス搭載護衛艦の能力向上」３隻分
が計上され、２００３年に米からの導入を決定し、２００７年に
配備開始を予定しているＢＭＤ＝海上配備型上層シス
テム導入に備えている。また、島嶼防衛や武装工作船へ
の対処のために、新しい固定翼哨戒機や哨戒ヘリコプ
ターが重点的に導入される。

航空自衛隊
ＢＭＤと島嶼での継戦能力の強化
―揺らぐ専守防衛

　航空自衛隊については、まず、「新大綱」別表におい

新しい「防衛計画の大綱」と
「中期防衛力整備計画」を読む（下）

地域に猜疑心広げる防衛力の転換

うごめく「脱専守防衛」志向
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て、航空警戒管制部隊と地対空誘導弾部隊の約半分が
「弾道ミサイル防衛にも使用しうる」ものにシフトしている
ことに注目したい。「新中期防」ではＢＭＤシステムとして
地対空誘導パトリオットミサイルの能力向上（ＰＡＣ３）を２
個群について行うとともに、新輸送機８機の導入、空中給
油機１機の追加導入、早期警戒機の改善、戦闘機の近
代化改修、Ｆ－４に代わる新たな戦闘機の整備などに重
点が置かれる。これらは、島嶼防衛などにおける戦闘能

力、戦闘継続能力の向上を目的とすると説明されてい
る。空中給油機は、専守防衛政策への抵触の恐れがあ
るため、長く論議のまととなってきたが、「新大綱」では１個
飛行隊体制をとることになる。これは、島嶼侵略時の「救
難ヘリコプターに対する空中給油機能」（新中期防）と説
明されている。しかし、戦闘機がすでに空中給油装置を
持ち、２００４年度からは、ＧＰＳ（全地球測位システム）を用い
た精密誘導爆弾（ＪＤＡＭ）の投下システムの導入が始

部隊・装備等 新大綱 旧大綱 新旧の差異

陸
上
自
衛
隊

編成定数
　常備自衛官定員
　即応予備自衛官定員

15万5千人
14万8千人
7千人

16万人
14万5千人
1万5千人

5千人減
3千人増
8千人減

基幹部隊

平時地域配備する部隊
8個師団 8個師団 ―

 6個旅団  6個旅団 ―

機動運用部隊

1個機甲師団 1個機甲師団 ―

中央即応集団 ― 新設

― 1個空挺団 削除

― 1個ヘリコプター団 削除

地対空誘導弾部隊 8個高射特科群 ８個高射特科群 ―

主要装備
戦車 約600両 約900両 300両減

主要特科装備 約600門／両 約900門／両 300門／両減

海
上
自
衛
隊

基幹部隊

護衛艦部隊（機動運用） 4個護衛隊群
（8個隊）

4個護衛隊群 ―

護衛艦部隊（地域配備） 5個隊 7個隊 2個隊減

潜水艦部隊 4個隊 6個隊 2個隊減

掃海部隊 1個掃海隊群 1個掃海隊群 ―

哨戒機部隊１） 9個隊 13個隊 4個隊減

主要装備

護衛艦 47隻 約50隻 3隻減

潜水艦 16隻 16隻 ―

作戦用航空機 約150機 約170機 20機減

航
空
自
衛
隊

基幹部隊

航空警戒管制部隊

8個警戒群 8個警戒群 ―

20個警戒隊 20個警戒隊 ―

1個警戒航空隊
（2個飛行隊）

1個飛行隊 1個飛行隊増

戦闘機部隊 12個飛行隊 12個飛行隊２） ―

航空偵察部隊 1個飛行隊 1個飛行隊 ―

航空輸送部隊 3個飛行隊 3個飛行隊 ―

空中給油・輸送部隊 1個飛行隊 ― 1個飛行隊新設

地対空誘導弾部隊３） 6個高射群 6個高射群 ―

主要装備
作戦用航空機 約350機 約400機 50機減

うち戦闘機 約260機 約300機 40機減

弾道ミサイル防
衛にも使用し得
る主要装備・基
幹部隊

イージスシステム搭載護衛艦 4隻

航空警戒管制部隊 7個警戒群

4個警戒隊

地対空誘導弾部隊 3個高射群

注：「弾道ミサイル防衛にも使用し得る主要装備・基幹部隊」は海上自衛隊の主要装備又は航空自衛隊の基幹部隊の内数。
編集部注：１）旧大綱では「陸上哨戒部隊」。２）内訳：要撃戦闘機部隊９個飛行隊／支援戦闘機部隊３個飛行隊。３）旧大綱で
は、「高空域防空用地対空誘導弾部隊」。

　[表１]新旧大綱における「別表」の比較
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区分 種類
整備規模

新中期防 旧中期防 差異

陸上自衛隊

戦車
火砲（迫撃砲を除く）
装甲車
戦闘ヘリコプター（AH-64D）１）

輸送ヘリコプター（CH-47JA）
中距離地対空弾道弾２）

多連装ロケットランチャーシステム
地対空誘導弾（ホーク）改善用装備品

49両
38両
104両
7機
11機
8個中隊
－
－

91両
47両
129両
10機
7機

1.25個群
18両

0.25個群

42両減
9両減
25両減
3両減
4機増

18両減
0.25個群減

海上自衛隊

イージス・システム搭載護衛艦の能力向上
護衛艦
潜水艦
その他
自衛官建造計
（トン数）
新固定翼哨戒機
哨戒ヘリコプター（SH-60K）３)

掃海・輸送ヘリコプター（MCH-101）４）

3隻
5隻
4隻
11隻
20隻

（約5.9万トン）
４機
23機
3機

－
5隻
5隻
15隻
25隻

（約8.6万トン）
－
39機
2機

増減なし
1隻減
4隻減
5隻減

（約2.7万トン減）
4機増
16機減
1機増

航空自衛隊

地対空誘導弾ペトリオットの能力向上

戦闘機（F-15）近代化改修
戦闘機（F-2）５）

新戦闘機
新輸送機
輸送ヘリコプター（CH-47J）
空中給油・輸送機（KC-767）６）

2個群及び
教育所要等
26機
22機
7機
8機
4機
1機

－

12機
47機
－
－
12機
4機

14増
25機減

8機減
3機減

編集部注：装備の名称・機種は「新中期防」記載のもの。「新中期防」にないものは「旧中期防」の名称・機種をそのまま記した。
「新」と「現」で名称・機種の異なるものの「旧中期防」における名称・機種は次のとおりである：
１）機種は指定せず。 ２）「新中距離地対空誘導弾」　３）（SH-60J及びSH-60J改）　４）新掃海・輸送ヘリコプター（機種指定なし）
５）支援戦闘機（F-2）　６）空中における航空機に対する給油機能及び国際協力活動にも利用できる輸送機能を有する航空機。

まっていることを考慮すれば、航空自衛隊は、ひとつひと
つを見ればそうとは気がつかれない「寄木細工」のような
やり方で、「敵地攻撃能力」を身に付けつつあると見なけ
ればならない。
　「新大綱」は前号で述べたように「専守防衛」を堅持を
うたった。
　防衛庁内部の「大綱」見直しの機関である「防衛力の
あり方検討会議」が昨秋にまとめた最終報告には、他国
の弾道ミサイル発射基地などを攻撃する「敵地攻撃能
力」保有の必要性が明記され、地対地ミサイルなどの装
備構想が盛り込まれたと報じられている注３）。「新大綱」は
この防衛庁の要求を公式には退けた形になっている。し
かし「敵地攻撃能力保有論」がＢＭＤの導入を契機に、Ｂ
ＭＤを補完するものとして台頭していることは、すでに本
誌でも指摘したとおりである注４）。したがって、「新大綱」
の「専守防衛の堅持」という基本政策は、ＢＭＤが現実化
するに従い、作戦上の要求によって実体的に掘り崩され
ていく可能性がある。
　ＪＤＡＭについても防衛庁はあくまでも、日本防衛のた
めに被害が民用の不動産などに及ばないためであると
説明している注５）。しかし、「島嶼防衛」からすぐに思い浮
かぶのが中国との領有権論争を抱えている尖閣諸島で
あることを考えれば、これらの能力の取得が「専守防衛」
の放棄につながるのではないかという周辺諸国からの
懸念はいっそう深まるばかりだ。

「文脈全体」を問おう

　先に述べた日米共同作戦計画「５０５５」は、それだけを
見れば「専守防衛」の作戦計画に見える。しかし、北朝鮮
の武装工作員が大量に侵入するという事態が単独で生
起するということは想像しにくい。規模の大小こそあれ、
米軍による攻撃的作戦というもう一つのシナリオが同時
進行すると考える方がむしろ現実的である。米軍は「金
正日総書記の除去」までをも想定に含む単独の朝鮮有
事作戦計画「５０２７」を用意していることはよく知られてい
る。「５０２７」と「５０５５」を重ね合わせた「全体シナリオ」は
「専守防衛」とは相容れないことは明らかであろう。
　本誌でも紹介した１９９３年の国連報告書「防衛的安全
保障の概念と政策に関する研究」は次のように結論づけ
ている。「兵器が攻撃的性格であるか防衛的性格である
かは、その兵器の本来的性質と同じくらいに、文脈全体
に関わっている」注６）。「新大綱」と「新中期防」に対しても
それらが置かれた「文脈全体」を問うアプローチが必要
である。（田巻一彦）

注１）２００４年１１月１５日「共同通信」
注２）２００４年１２月１２日「朝日新聞」
注３）２００４年１０月１日「共同通信」
注４）本誌２１１号（２００４年６月１日）参照。
注５）２００４年７月２７日石破防衛庁長官の記者会見
注６）本誌２０１・２号（２００４年１月１５日）参照。

　[表２]新旧「中期防衛力整備計画」の比較表

●Ｍ
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Ｍ

ものがたり

　１９４５年長崎、新型爆弾は、一瞬にして町
とそこで生活していた人 を々焼き尽くしまし
た。浦上天主堂そば、焼け落ちた浦上第一
病院跡に設置された救護所で自らも被爆し
ながら、医療施設のたった一人の医師とし
て、「付近にたくさん倒れていた患者に後ろ
から押されて」重症被爆患者の治療にあ
たった２９歳の医師秋月辰一郎と、村井看護
婦や医学生藤野たちの若き病院の職員た
ち。被害の甚大さに時として立ちすくみ、原
因も治療方法もわからない病状の広がりに
苦悩し、不足する器具や薬に戸惑いながら
も互いに助け合い医療救助活動を続けま
す。ふたたびアンゼラスの鐘が長崎の空に
響き渡る、「復活」の時を信じて。

戦火が絶えない今日、全世界へ被爆地からのメッセージ

アニメ制作：虫プロダクション、監督・脚本：有原誠治

長編アニメーション映画

　２１世紀は戦争のない、平和の１００年にしたいと誰もが願っていましたが、実際はテロと戦争で始まりました。実用可
能な小型核兵器の開発や劣化ウラン弾の使用は、多くの人 の々命を危機に晒し続けています。映画は、秋月辰一郎
医師の著書「長崎原爆記」などを素材に、原爆で生き残った青年医師の眼を通して被爆の実相を知らせるものです。
映画製作支援の会発起人、映画製作支援ナガサキの会会長の土山秀夫長崎大学名誉教授は、「この映画の製作・
上映運動を通して若い人に戦争のおろかさを伝えるとともに、戦争体験者をはじめとする幅広い人 の々平和への願
いを結実させ、未来を担う世界中の子どもたちや青年たちに届けたいと考えています。また、原爆を知らないアメリカ
市民にも核廃絶のメッセージを伝えるため、海外版の普及にも期待しています。」と述べています。

「NAGASAKI・1945 ～アンゼラスの鐘～」製作委員会メッセージより

浦上天主堂とアンゼラスの鐘

　浦上天主堂は赤レンガのロマネスク様式大
聖堂として１９１４年に完成。１１年後に双塔ができ、
１９３１年フランスから取り寄せられた２個のアンゼ
ラスの鐘（天使のお告げの鐘）がつるされまし
た。天主堂は原爆によって破壊され炎上し、アン
ゼラスの鐘も吹き飛ばされ瓦礫の中に埋もれま
したが、１９５９年元の場所に再建されました。この
アンゼラスの鐘は「長崎の鐘」として有名です。

戦
争
体
験
者
や

市
民
の
平
和
へ

の
願
い
を

映画「アンゼラスの鐘」の製作がすすん
でいます。市民運動の中から生まれたこ
の企画は、いま多くの市民団体・個人の
賛同を得て、２００４年１２月にシナリオが完
成、今年７月の完成をめざします。完成後
は海外版の普及も計画されています。

世
界
中
の
子
ど
も
や
青
年

た
ち
に
届
け
た
い

この映画について

製作：「アンゼラスの鐘」製作委員会
＊製作費１億５０００万円は１口３０万円の
募金で調達され、募金した団体・個人
は、１回分の上映権または、製作協力券
３００枚を受け取ることができます。

上映時間：約８０分
完成：２００５年７月（予定）
上映：自主上映
連絡先：「アンゼラスの鐘」製作委員会　
　　　本部：０７５（５８１）００６６
　　　e-mail:tetsu999@skyblue.ocn.ne.jp
　　　長崎委員会：０９５（８２４）２９７４
公式ホームページ：http://nagasaki1945.info
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　パグウォッシュ会議は、おもに核兵器と紛争の廃絶を
目的とする科学者の国際団体である。今年の年次総
会は、「分断された世界に国際協力と軍縮で架け橋を」
というメインテーマのもと２００４年１０月４日から９日にかけ
て、核拡散問題と朝鮮半島の平和を大きなテーマとし
てソウルで開催された。金大中元大統領、エルバラダ
イＩＡＥＡ事務局長などの基調講演を含めて、５つの公
開セッションと、非公開のワーキンググループ、評議会
などが開催された。日本からは、筆者のほか、評議会メ
ンバーの東北大副学長大西仁氏、小沼通二武蔵工業
大学名誉教授などのほか、スチューデント・ヤング・パ
グウォッシュメンバー３名を含む計９名が参加した。

韓国の意気込み

　今回のパグウォッシュ会議で、注目されたのは主催
者である韓国の意気込みである。まず、開会セッション
において、金大中元大統領が基調講演を行ったことが
注目される。元大統領は、北朝鮮に対し「核兵器」を放
棄することを要請する一方、彼が始めた「太陽政策」が
南北朝鮮の関係改善に大きく貢献したことを強調し、今
後も対話が重要であると訴えた。一方米国に対し、北
朝鮮の安全保障を保証することを訴えた。韓国政府が
最近公表した「原子力平和利用４原則」も紹介して支
持することを表明した。
　これに対し、パグウォッシュ会議名誉会長で会議創
設者の一人であるジョセフ・ロートブラット博士が、金大
中大統領の太陽政策、非核化政策を高く評価した後、
核先制使用の可能性に言及したブッシュ政権の核政
策を強く批判し、パグウォッシュ会議が取り組むべき課
題として、核軍縮を最優先すべきと強調した。
　この２人のノーベル平和賞受賞者の基調講演が、会
議全体のトーンを代表していた、といって過言ではない
だろう。朝鮮半島の非核化を強く願う韓国、その朝鮮半
島問題にも大きな影響を与えつつある米国の核政策
への批判。これらが、筆者が感じた今回の年次大会を
代表する意見であったと思われる。
　唯一残念であったのが、最後まで調整しながら北朝
鮮の専門家の参加が実現しなかった、ということであ
る。それ以外は、韓国政府の全面的な協力体制も感じ
られ、全般的には韓国の強い意気込みが感じられた。

朝鮮半島問題のパネル：
見えない｢将来のシナリオ｣

　年次大会では３つのパネルとして、（１）核不拡散条約
（ＮＰＴ）体制の将来、（２）イラク戦争のもたらした影響、

そして（３）北東アジアの安全保障、が開かれた。
　朝鮮半島の問題は、当然のことながら（３）でおもに
議論された。パネリストは、韓国、中国、米国からの３人
の専門家で、それぞれの立場から意見が出された。
　そのなかで、まず強調されたのが、｢多国間協力｣の
重要性である。二カ国間（米―北朝鮮）対話は賢明で
はない。９４年のときに、米―北朝鮮の合意には、韓国・
日本が仲間はずれにされたと感じた、という韓国の専
門家からの指摘があった。ここでも、米国の対北朝鮮
対策に強い批判が向けられた。その専門家は、「米国
の政策の信頼性に問題がある。６カ国協議を始めた米
国（ブッシュ）は、問題解決に向けて真摯に取り組んで
いるとはいえない。真摯に取り組むのであれば、北朝
鮮と直接対話をすることもできるはずである。」と強調
した。これに対し、米・中の専門家は、より広い安全保
障の観点からこの問題を見るべきだ、という意見で、た
とえば｢日中｣、「日韓」、「韓中」といった二カ国間の信
頼醸成も重要だ、との意見がだされた。
　一方、将来のシナリオとしては、もっとも大事なことは
戦争を避けることだ、との認識が韓国・中国の専門家
から指摘されたが、米国が、クリントン政権時代にも軍
事手段が考慮されたこともあり、米国内では「すべて
のオプションが対象となるべき」との意見が強いことが
紹介された。しかし、米国の専門家も朝鮮半島の平和
のためには、軍事行動はあくまでも「最後の手段」であ
るべきとの認識が示された。

非核化への努力と対日不信

　韓国の意気込みは確かに感じられたが、ピースデ
ポの梅林氏などが提唱している「非核地帯条約」な
ど、より具体的な将来の取り組みについては、ほとんど
といっていいほど議論にならなかった。現実の北朝鮮
問題がそれだけ深刻ともいえるが、やはり韓国には隣
国日本の存在が気になっているとのコメントもいくつ
かだされた。その代表的なものが、原子力平和利用に
おける燃料サイクルの問題である。直前に発覚した
「未申告濃縮・プルトニウム」実験注についても、世論
の一部には「日本は核燃料サイクルの所有が許され
て、どうして韓国は許されないのか」という意見が根強
いという。朝鮮半島の非核化、さらには北東アジアの
非核地帯化にむけて、日韓・日中の信頼関係を強化
していかねばならないことを、いまさらながら痛感した
しだいである。

　注：本誌２１９号（２００４年１０月１日）参照。

朝鮮半島核問題の混迷、浮きぼりに
鈴木達治郎

第
５
４
回(

２
０
０
４
年)
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

秋山祐子(ピースデポ)､田巻一彦（ピースデポ）中村桂
子（ピースデポ）、丸茂明美（ピースデポ）、青柳絢子、大
澤一枝、鈴木達治郎、津留佐和子、中村和子、林公則、
山口響、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

書：秦莞二郎

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
田巻一彦＜tamaki@pw.catv.ne.jp＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞丸茂明美＜marumo@peacedepot.org＞

今号の略語
ＢＭＤ＝弾道ミサイル防衛
ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＦＭＣＴ＝兵器用核分裂物質生産禁止
条約、またはカットオフ条約
ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
ＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構
ＮＮＷＳ＝非核兵器国
ＮＷＳ＝核兵器国
ＮＰＴ＝核不拡散条約
ＮＳＡ＝消極的安全保証
ＰＳＡ＝積極的安全保証

日  誌
２００５.１.６～１.２０

作成：中村桂子、林公則

ＤＯＤ＝米国防総省／ＧＢＳ＝地上爆発模擬装
置／ＭＤ＝ミサイル防衛／ＭＡＤ＝ミサイル防
衛局／ＮＰＴ＝核不拡散条約／ＷＭＤ＝大量
破壊兵器

ピースデポ総会は、
２月２０日（日）
日本青年館（新宿区）
で開催します。

◆時間：午前１０時半～１時
　　　 （１０時受付開始予定）
◆会場：日本青年館５０３会議室
　　　（東京都新宿区霞ヶ丘７－１）
ＪＲ中央・総武線各駅停車、千駄ヶ谷駅より徒
歩９分。信濃町駅より徒歩９分。
地下鉄銀座線・外苑前駅より徒歩７分。
http://www.nippon-seinenkan.or.jp/hotel/
access/access.htm

★会員以外の方の参加も大歓迎です！

日時：２月１９日（土）
午後１時～６時（開場１２時半）

会場：日本青年館・中ホール
主催：２．１９集会実行委員会

核廃絶は市民の手から　被爆６０年を転換の年に！
　ＮＰＴ市民集会

沖縄
●１月６日　普天間基地爆音訴訟で、被告の基地
司令官に対し福岡高裁那覇支部が行っていた公
示送達手続きが終了し、法的効力が発生。
●１月６日付　嘉手納基地の海軍駐機場にある
小型洗機場を現在の民間地に近い場所から基地
奥側に移設することが６日までに判明。
●１月７日　沖縄ジュゴン環境アセスメント監視団
らが、那覇防衛施設局らを、サンゴの破壊などを
理由に告発。
●１月１１日　米軍が嘉手納弾薬庫で赤い煙など
を伴うＧＢＳ訓練を再開。
●１月１１日付　２００３年１１月５日の日本航空ニアミ

ス問題で、米軍が管制のミスを認める報告書を提
出していたことが判明。
●１月１３日　参議院沖縄特別委員会の委員８人
が米軍ヘリ事故現場を視察。
●１月１３日　日米両政府が日米合同委員会で
キャンプ桑江内の海軍病院をキャンプ瑞慶覧に
移設することで合意。
●１月１８日　昨年１０月に発生したF１５戦闘機同
士の接触事故について、米軍が乗員の人的ミス
を事故原因とする調査結果を発表。
●１月１９日　大野功統防衛庁長官が稲嶺恵一知
事と会談し、都市型戦闘訓練施設の打開策につ
いて言及。
●１月２０日　防衛庁首脳が前日の大野防衛庁長
官の発言を軌道修正し、都市型戦闘訓練施設の
移設可能性は低いとの見解を提示。

◆◆◆◆
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Ｐａｒｔ１
○招待講演「核兵器は廃絶できる」
　スージー・スナイダー（ＷＩＬＰＦ：平
　和と自由のための女性連合）
○被爆地の市長は訴える
　　秋葉忠利　広島市長（予定）
　　伊藤一長　長崎市長（予定）
○被爆者は訴える
○初公開！「核問題入門キット」
　　　　　　　　　　　　ほか

Ｐａｒｔ２
○日本の核軍縮努力を採点する
○国会議員とトコトン対話
　＜国会議員(核軍縮議員ネットワー
　クなど)とＮＧＯ＞
○ＮＰＴ再検討会議に向けた市民から
　の提案、ほか

＜呼びかけ＞核兵器廃絶市民連絡会
／核兵器廃絶をめざすヒロシマの会
（ＨＡＮＷＡ）／核兵器廃絶ナガサキ市
民会議

＜連絡先＞核兵器廃絶市民連絡会
TEL:03-5283-7799 FAX:03-5283-7791
ＮＰＯ法人ピースデポ
TEL:045-563-5501 FAX:045-563-9907

●１月７日付　米海軍がイージス艦ジョン・Ｓ・マッ
ケインを２月３日から７日まで小樽港に入港させた
いと、小樽市に要請していることが明らかに。
●１月８日付　ロシア北西部の原潜基地で、放射
性廃棄物の貯蔵施設から、大量の放射線が長期
間漏れ続けていることが判明。朝日。
●１月１０日付　ＤＯＤ、日米が共同技術研究を進
めている直径約５３センチのＳＭ３の開発を決定、
年内にも日本政府と協議開始の方針。共同。
●１月１２日　マクレラン米大統領報道官、イラク
のＷＭＤを模索していたＣＩＡ主導の調査チーム
が既に捜索活動を打ち切ったこと明らかに。
●１月１２日　米ＭＤＡオベリング局長、昨年１２月
のミサイル迎撃実験失敗の原因について、「極め
てささいなソフトウエアの不調によるもの」。
●１月１４日　１１日に超党派の議員団として平壌
を訪問したウェルドン米下院議員（共和党）、６か
国協議が数週間以内に再開できると見通し示
す。
●１月１４日付　ＤＯＤ策定の０６会計年度から６年
間の軍備再編計画で、ＭＤ予算の５０億ドル削減、

衛星網などの配備計画の延期が明らかに。読売。
●１月１５日　米政府が横田基地の司令部要員の
大半のグアム移転案を撤回し、司令部機能の維
持を日本政府に打診してきたと判明。
●１月１６日　中国核工業集団の康日新・社長、中
国が２０２０年ごろに高速増殖炉の原型炉の完成を
目指す計画を正式に表明。新華社電。
●１月１６日　米誌ニューヨーカー、米特殊部隊が
核・化学兵器やミサイル関連施設を洗い出すた
め、イラン国内で秘密裏に偵察活動実施と報道。
●１月１７日　米大統領、米ＮＢＣテレビに対し、イ
ラン核開発疑惑について「外交による解決を望
む」としながらも「あらゆる選択肢を維持し続ける」
と発言。
●１月１８日　ライス米次期国務長官、上院外交委
公聴会で、ＮＰＴ加盟国の条約順守を目指した
「特別委員会」の設置を提案する考え明らかに。
●１月２０日　ブッシュ大統領、２期目の就任演説。
「圧政の終結」を究極の目標に掲げ、全世界への
「自由の拡大」を推し進めるとの方針を打ち出す。


